
週休２日に取り組む工事における「質問・回答」 

 

（対象工事について） 

１．対象工事について「発注部署の長が対象工事に適さないと判断する工事」とは。 

２．対象外として発注されていた工事について、契約後に対象工事に変更は可能か。 

３．現場事務所を設置しない工事であっても、週休２日の対象工事となるか。 

４．実施対象工事を受注し、週休２日工事を希望しなかった場合にペナルティーはあるの

か。 

 

（現場閉所について） 

５．現場閉所時の「巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業」とは。 

６．必ず土・日曜日に休まないといけないのか。 

７．振替日はいつでもよいか。 

８．午後のみ休工、又は午前のみ休工とした場合、０．５日閉所として扱われるか。また、

月曜日午後及び火曜日午前等、連続した半日単位で現場閉所を計画した場合、合わせて

１日閉所として扱われるか。 

９．夜間作業における現場閉所の取り扱いはどのようになりますか。仮に、金曜日２２：０

０から土曜日６：００まで施工し、次に日曜日２２：００から月曜日６：００まで施工し

た場合、１日閉所として扱われるか。 

10．工事着手時に監督員と週休２日の日を確認しておくが、雨天等で例えば明日を急に休

日としたい場合（施工予定日を休日に変更）、事前に共有している休日を施行日に変更し

てよいか。 

11．平日、悪天候で現場閉所し、監理技術者等が現場事務所ではなく、本社で書類を作成し

た場合は、現場閉所として扱われるか。 

12．現場閉所日には、会社（本社・営業所等）や他の現場も全て休む必要があるか。 

13．年末、年始及びお盆休暇や５月の大型連休の前後に、集中して現場閉所を実施した場合

は、現場閉所日数として扱われるか。 

仮に年末年始８日間と夏季休暇５日間とした場合、どちらも２日間は現場閉所として扱

われるか。 

14．休工日が天候により４週間のうち１週間は０日、次の１週間は３日、次の１週間は２

日、次の１週間は３日休んだ場合、４週８休が達成できたと考えて良いか。また、これは

月単位で整理することとなるか。 

15．平日に天候不良等で作業ができず、工程を変更し土日祝日に振替えた場合の取り扱い

は。 

16．現場内における災害や事故等で土・日曜日に予定外の作業が発生した場合は、振替日を

設定する必要があるのか。 

17．休日の確認はどのように行うのか。 

18．現場閉所率は１週間や４週間で区切って計算するのか。 

19．１つの工事契約において、施工箇所が点在している場合の現場閉所の考え方は。 

 

（週休２日の対象期間について） 

20．週休２日の対象期間はどうするのか。 

21．工場製作期間（PC 上部工、鋼橋上部工、設備製作等）は対象期間に入るか。  

22．週休２日工事の実施に伴う工期の延長は認めてくれるのか。 



23．設計図書の変更に伴い、工期延長した場合の週休２日の考え方は。 

24．対象期間において「受注者の責によらず現場閉所の実施が不可能となる期間」とはどの

ような場合か。またその場合の取り扱いは。 

25．現場作業期間が４週間未満であることが想定される工事はどうして対象外なのか。 

26．工期末より早期に工事が完了した場合、対象期間はいつまでとなるのか。 

 

（週休２日工事に要する費用の計上について） 

27．土木工事においては、共通仮設費、現場管理費及び機械経費（賃料）についても経費補

正を行うが、営繕工事においては、労務費の経費補正だけとなっているのは何故か。 

28．４週８休を達成できなかった場合にペナルティーはあるのか。 

29．精算時の経費補正に関する契約変更手続きはどのように行うのか。 

 

（工事成績評定について） 

30．どのような場合に工事成績評定で評価するのか。 

31．工事成績評定での評価とは。 

32．実施対象工事を受注し、週休２日工事を実施したが、週休２日を確保できなかった場合

にペナルティーはあるのか。 

33．実施対象工事以外の工事で、週休２日工事を実施したい場合はどうすればよいか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



週休２日に取り組む工事における「質問・回答」 

 

（対象工事について） 

１．対象工事について「発注部署の長が対象工事に適さないと判断する工事」とは。 

 

〇供用開始時期が決められている工事や、施工期間が限定されている工事など、工期に関す

る制約が厳しい工事が該当します。 

 

２．対象外として発注されていた工事について、契約後に対象工事に変更は可能か。 

 

〇発注時点で対象外としている工事を、契約後に対象とすることはできません。 

 

３．現場事務所を設置しない工事であっても、週休２日の対象工事となるか。 

 

〇現場事務所の有無は関係ありません。 

 

４．実施対象工事を受注し、週休２日工事を希望しなかった場合にペナルティーはあるの

か。 

 

〇「受注者希望型」は、週休２日工事の実施を必須としているものではなく、あくまで、受

注者自身が希望する場合に実施するものです。従って、週休２日工事を希望しなかった場

合に、工事成績評定での減点等のペナルティーはありません。ただし、経費補正について

は、最終的に４週６休に満たない場合、全ての割増が無い通常の積算への減額となります。

（発注時に最も高い補正率で割増しするため） 

 

（現場閉所について） 

５．現場閉所時の「巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業」とは。 

 

〇災害の発生が予想される場合の予防作業及び災害発生時の対応作業  

〇立入禁止柵の設置、風飛散対策等の第三者災害の防止作業や安全パトロール  

〇交通誘導警備 等 

 

６．必ず土・日曜日に休まないといけないのか。 

 

〇週休２日の定義としては、対象期間において４週８休以上の現場閉所を行ったと認めら

れる状態を言います。 

〇４週８休以上とは、対象期間内の現場閉所日数の割合が２８．５％（８日／２８日）以上

の水準に達する状態であり、土・日・祝日を問わず現場閉所日としてカウントして問題あ

りません。 

〇ただし、長崎県建設工事共通仕様書等で官公庁の休日に施工しないことを原則としてい

るため、設計図書で特に指定する場合を除き、この原則を踏まえた工程計画が必要です。 

  ※官公庁の休日とは、土日祝日及び１２月２９日から翌年１月３日まで 

 

７．振替日はいつでもよいか。 

 



〇振替日は、作業を行う必要が生じた土・日曜日の前後２週間以内の土・日曜日以外の曜日

（国民の祝日、夏期休暇及び年末年始休暇を除く。）に設定してください。 

 

８．午後のみ休工、又は午前のみ休工とした場合、０．５日閉所として扱われるか。また、

月曜日午後及び火曜日午前等、連続した半日単位で現場閉所を計画した場合、合わせて

１日閉所として扱われるか。 

 

〇原則、１日単位で実施の可否を確認するものであり、０．５日閉所としては扱いません。 

〇月曜午後から火曜午前の連続した現場閉所については、一般的に両日とも出勤日として

扱うと考えるため閉所日として扱いません。 

 

９．夜間作業における現場閉所の取り扱いはどのようになりますか。仮に、金曜日２２：０

０から土曜日６：００まで施工し、次に日曜日２２：００から月曜日６：００まで施工し

た場合、１日閉所として扱われるか。 

 

〇金曜２２時から土曜６時の施工は、一般的に金曜（夜間）出勤であり、土曜日出勤とは考

えません。 

〇日曜２２時から月曜６時についても同様に日曜（夜間）出勤となります。 

〇その間に挟まれた土曜については２４時間以上休工を確保しており、現場閉所としての

取り扱い可能と考えます。 

 

10．工事着手時に監督員と週休２日の日を確認しておくが、雨天等で例えば明日を急に休

日としたい場合（施工予定日を休日に変更）、事前に共有している休日を施行日に変更し

てよいか。 

 

〇降雨、降雪等による予定外の現場閉所についても、現場閉所日数に含めるものとしていま

す。 

〇現場閉所日の変更については、受発注者間で協議することで、その都度変更が可能となり

ます。 

 

11．平日、悪天候で現場閉所し、監理技術者等が現場事務所ではなく、本社で書類を作成し

た場合は、現場閉所として扱われるか。 

 

〇現場閉所とは、工事施工箇所において材料搬入等を含めて、一切の現地作業を行わない状

態を言います。 

〇現場閉所日に本社で書類を作成した場合は、現場閉所として扱うことは可能です。 

 

12．現場閉所日には、会社（本社・営業所等）や他の現場も全て休む必要があるか。 

 

〇週休２日の対象工事における「現場閉所」については、契約単位で判断するため、会社や

他の現場が稼働していても、当該現場について作業が休止されていれば閉所とします。 

 

13．年末、年始及びお盆休暇や５月の大型連休の前後に、集中して現場閉所を実施した場合

は、現場閉所日数として扱われるか。 

仮に年末年始８日間と夏季休暇５日間とした場合、どちらも２日間は現場閉所として扱

われるか。 

 

〇対象期間には、年末年始６日間と夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、工



事全体を一時中止している期間等は含まないことなっています。 

〇今回のようにこの前後に現場閉所した場合は、対象期間に該当するため現場閉所日とし

て扱います。 

 

14．休工日が天候により４週間のうち１週間は０日、次の１週間は３日、次の１週間は２

日、次の１週間は３日休んだ場合、４週８休が達成できたと考えて良いか。また、これは

月単位で整理することとなるか。 

 

〇週により現場閉所日数が変動してもかまいません。 

〇対象期間中、毎月同じ現場閉所率である必要もありません。 

〇工事着手日（工事施工範囲内で何らかの作業（現場事務所等の設営または起工測量等の準

備工事））から、工事完成通知日（工事施工範囲内で全ての作業（後片付けを含む）が完

了し通知した日）までの対象期間で現場閉所日数を整理することとなります。 

 

15．平日に天候不良等で作業ができず、工程を変更し土日祝日に振替えた場合の取り扱い

は。 

 

〇作業を予定していた平日に天候不良等で休工し、土日祝日に振り替えて作業した場合は、

現場閉所したその平日は現場閉所日数に含みます。なお、休日に作業を実施する場合は、

受発注者間で協議してください。 

 

16．現場内における災害や事故等で土・日曜日に予定外の作業が発生した場合は、振替日を

設定する必要があるのか。 

 

〇受注者の責によらない事由と判断できる場合は、週休２日の対象日から除きます。従って、

振替日の設定は不要です。ただし、作業が発生した事由を速やかに発注者に報告してくだ

さい。 

 

17．休日の確認はどのように行うのか。 

 

〇「休日等取得計画・実績表」に休日の取得実績を記入し、毎月初めに実施工程表に併せて

発注者に提出してもらうとともに、取得実績が確認できる書類（工事日誌、出勤簿等）を

併せて提示してもらい休日の確認を行います。 

 

18．現場閉所率は１週間や４週間で区切って計算するのか。 

 

〇現場閉所率の算定においては週、月といった単位に関係なく、対象期間全体にて算出しま

す。 

現場閉所率(％)＝（対象期間における現場閉所日の日数）÷（対象期間の日数）×100 

※少数点第２位以下切り捨て１位止めとする。 

 

19．１つの工事契約において、施工箇所が点在している場合の現場閉所の考え方は。 

 

〇施工箇所が点在していても、週休２日の取組みについては、工事全体として１契約単位で

判断することになります。 

 

（週休２日の対象期間について） 



20．週休２日の対象期間はどうするのか。 

 

〇工事着手日（工事施工範囲内で何らかの作業（現場事務所等の設営または起工測量等の準

備工事））から工事完成通知日（工事施工範囲内で全ての作業（後片付けを含む）が完了

し通知した日）までの期間とします。工場製作のみを実施している期間は含みません。 

 

21．工場製作期間（PC 上部工、鋼橋上部工、設備製作等）は対象期間に入るか。  

 

〇工場製作期間は対象期間から除きますが、工場製作と現場作業が並行して行われる場合

には、現場作業は対象期間となります。 

 

22．週休２日工事の実施に伴う工期の延長は認めてくれるのか。 

 

〇工期延長を請求できるのは、請負契約約款第２２条の「受注者の責めに帰すことができな

い事由」が生じた場合に限られるため、週休２日を理由に工期延長することはできません。

ただし、当初設定された契約工期が週休２日を実施するにあたって適当ではないと判断

した場合は、「必要工期」を算出し、施工計画書の提出前までに発注者と工事打合せ簿に

より協議を行い、発注者が妥当であると判断した場合には契約変更の対象となります。 

 

23．設計図書の変更に伴い、工期延長した場合の週休２日の考え方は。 

 

〇工期延長した期間も含めた対象期間で実施してください。 

 

24．対象期間において「受注者の責によらず現場閉所の実施が不可能となる期間」とはどの

ような場合か。またその場合の取り扱いは。 

 

〇契約後に以下の例のような状況が生じ、原契約の工期内で週休２日の工程を計画するこ

とが困難な状態を指します。この場合には、受発注者間で対応を協議してください。 

 【実施が困難な場合の例】 

  ・自然災害等により適切な時期に施工できなくなった。 

  ・代替できない資材の流通が急に滞り、適切な時期に施工できなくなった 等 

 【基本的な対応方法】 

  ・適切な期間を確保するため、工期を延長する。 

  ・契約変更により週休２日工事の適用を外す。（対象工事ではなくなるため、各経費補

正分の全てを減額変更する。） 

 

25．現場作業期間が４週間未満であることが想定される工事はどうして対象外なのか。 

 

〇週休２日制工事の取組は、４週８休（28.5％）の割合としているため、１か月単位を最小

と考えています。対象外期間を除き概ね実働が１か月以上の工事を対象と考え、設定して

います。 

 

26．工期末より早期に工事が完了した場合、対象期間はいつまでとなるのか。 

 

〇早期に工事が完了した場合でも、工事完成通知日までが、「週休２日」の対象期間となり

ます。 

 



（週休２日工事に要する費用の計上について） 

27．土木工事においては、共通仮設費、現場管理費及び機械経費（賃料）についても経費補

正を行うが、営繕工事においては、労務費の経費補正だけとなっているのは何故か。 

 

〇営繕工事においては、共通仮設費及び現場管理費については、積算基準に基づき当初積算

時に工期に応じて算出しているため、経費補正は行いません。 また、機械経費（賃料）

についても、工事の施工条件に即した措置日数による見積により計上しているため経費

補正は行いません。 

 

28．４週８休を達成できなかった場合にペナルティーはあるのか。 

 

〇４週８休に満たなかった場合には、現場閉所の達成状況に応じて補正分の減額変更を行

いますが、工事成績評定の減点は行いません。 

 

29．精算時の経費補正に関する契約変更手続きはどのように行うのか。 

 

〇経費補正の契約変更を行う時点の現場閉所実績及び残工期の現場閉所計画に基づき、必

ず達成可能な現場閉所状況の区分（４週６休～４週８休又は未達成）について受発注者間

で十分に協議を行い、再度の契約変更とならないように変更区分を設定してください。 

 

〇なお、上記に関連して、発注者より現場閉所実績及び現場閉所計画を提出するよう指示が

あった場合は、速やかに提出を行ってください。 

 

（工事成績評定について） 

30．どのような場合に工事成績評定で評価するのか。 

 

〇対象期間において発注者が認めた振替日を含めて、週休２日を４週６休以上確保できた

場合に工事成績評定で評価します。 

 

31．工事成績評定での評価とは。 

 

〇対象期間において発注者が認めた振替日を含めて、週休２日を４週６休以上確保できた

場合、工事成績評定の評価項目である「施工状況」及び「創意工夫」の項目で評価します。 

 

32．実施対象工事を受注し、週休２日工事を実施したが、週休２日を確保できなかった場合

にペナルティーはあるのか。 

 

〇週休２日を確保できなかった場合に、工事成績評定での減点等のペナルティーはありま

せん。 

 

33．実施対象工事以外の工事で、週休２日工事を実施したい場合はどうすればよいか。 

 

〇発注者との協議により、「承諾」にて実施してください。工事成績評定において実施対象

工事と同様に評価することとしています。ただし、精算時の設計変更の対象とはしません。 

 


